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日
ご
ろ
は
健
康
保
険
組
合
の
運
営
と
事
業
に
対
す
る
取
り
組
み
に
ご

理
解
と
ご
協
力
を
い
た
だ
き
、
ま
こ
と
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　

現
在
、
健
保
組
合
は
か
つ
て
な
い
厳
し
い
財
政
状
況
を
余
儀
な
く
さ

れ
て
い
ま
す
。
平
成
23
年
度
決
算
（
見
込
）
で
は
、
全
国
の
健
保
組
合

の
経
常
赤
字
は
総
額
で
３
、
４
８
９
億
円
に
達
し
、
全
組
合
の
約
８
割

が
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。
24
年
度
予
算
で
は
こ
の
状
況
は
さ
ら
に
悪
化

し
、
赤
字
は
５
、
７
８
２
億
円
へ
拡
大
、
全
組
合
の
約
４
割
が
保
険
料

率
を
引
き
上
げ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
赤
字
組
合
が
全
体
の
約
９
割
に

達
す
る
見
通
し
で
す
。

　

そ
の
原
因
は
明
ら
か
で
す
。
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
支
援
金
・
納
付

金
の
保
険
料
収
入
に
対
す
る
割
合
は
46
・
２
％
に
も
達
し
（
24
年
度
予

算
）、
皆
様
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
保
険
料
の
約
半
分
は
高
齢
者
医
療

制
度
を
支
え
る
た
め
に
支
出
さ
れ
て
い
る
計
算
で
す
。

　

こ
の
環
境
下
で
費
用
を
抑
制
す
る
た
め
の
施
策
は
徹
底
し
て
行
っ
て

ま
い
り
ま
す
が
、
同
時
に
疾
病
予
防
対
策
は
充
実
さ
せ
て
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う
な
状
況
に
対
処
す
る
た
め
、
組
合
会
に
て

協
議
を
し
、
健
康
保
険
料
率
を
こ
れ
ま
で
の
８
・
４
％
か
ら
９
・
４
％

へ
引
き
上
げ
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
決
議
い
た
し
ま
し
た
。

　

ま
た
介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
特
定
被
保
険
者
制
度
を
導
入
す
る
こ

と
を
決
議
し
、
介
護
保
険
料
率
は
１
・
７
％
か
ら
１
・
６
％
へ
引
き
下

げ
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

被
保
険
者
の
皆
さ
ま
方
に
は
ご
負
担
を
お
か
け
し
ま
す
が
、
前
述
の

当
健
保
組
合
を
取
り
巻
く
環
境
を
ご
理
解
い
た
だ
い
た
上
で
、
ご
了
承

を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

主
な
施
策
は
下
記
の
と
お
り
で
す
。

保険料率　8.4％から9.4％へ　（1.0％引き上げ）

保険料率　1.7％から1.6％へ　（0.1％引き下げ）

　介護保険料については、これまで40歳以上64
歳以下の被保険者の方だけにご負担いただいてい
ました。しかし以下に示しますように、健保組合
から国へ支払う介護保険の納付金額を決定する際
には、被保険者の方は「40歳以上64歳以下」に
該当せずに被扶養者の方だけが該当する場合にも
対象とされています。

　40歳以上64歳以下の被保険者、被扶養者の合
計人数へ単価をかけて算出。
（平成25年度の単価は59,588円）

　そこで、負担の公平化をはかるために、４月に
振り込まれる給与からは以下の特定被保険者にも
介護保険料を納めていただくことといたしました。
次のいずれかに当てはまる方が特定被保険者とな
ります。
① 40 歳未満の被保険者で、40 歳以上 64 歳以下の

被扶養者がいる方
② 65 歳以上の被保険者で、40 歳以上 64 歳以下の

被扶養者がいる方
③海外に住居を有する被保険者で、国内に 40 歳

以上 64 歳以下の被扶養者がいる方

　一部負担還元金、家族療養費付加金、合算療養
費付加金の控除額３万円は、平成25年度も継続し
ます。

　平成25年度について、人間ドック等の個別健診、
特定健診・特定保健指導はこれまでと同様に継続
します。

健康保険組合からのお知らせ

平成25年度の主な施策

平
成
25
年
度

一般保険料率引き上げ1.

介護保険料率引き下げ2.

介護保険料負担対象者拡大3.

　☆健保組合から国への支払額の決定方法

付加給付4.

保健事業5.


